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地域包括支援センターを機能させる要件
──ソーシャルワーク専門職を配置したことの意義──
福祉社会デザイン研究科社会福祉学専攻博士後期課程 3年
髙山由美子
要旨
　ソーシャルワーカーの役割は国際標準としての「ソーシャルワークの定義」及び「ソーシャ
ルワークの倫理」において規定されている。日本では、ソーシャルワーク専門職団体がこの
「ソーシャルワークの定義」を含めた「倫理綱領」を採択している。社会福祉士には、これ
らを前提とした実践が求められている。2006 年に創設された地域包括支援センターには社
会福祉士が配置され、社会資源の開発やネットワーク構築など、地域を基盤とした実践に期
待が寄せられたが、社会福祉士にとって十分に実践ができているとは言い難い状況にある。
地域を基盤とした実践は、ソーシャルワークの機能に含まれるものであり、ソーシャルワー
カー本来の役割に照らせば、個人の力量として有していなければならない。しかし、地域包
括支援センターにはその組織体制のあり方にも課題があり、ソーシャルワーカーが本来機能
を発揮できない理由は、個人の力量不足だけではない。地域包括支援センターを機能させる
要件としては、社会福祉士がソーシャルワーク機能を発揮することは不可欠であるが、組織
体制のあり方もその重要な要件であることが予測される。
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（1）『2007 年度地域包括支援センター社会福祉士職業務環境実態調査』（日本社会福祉士会、
2008）から明らかになった課題
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1．専門職としてのソーシャルワーカーと社会福祉士
（1）国際標準に照らしたソーシャルワーカーの役割
　ソーシャルワーカーが担うべき役割について国際標準に照らしてみると、ソーシャルワー
カーとは一定の「価値」に基づき、社会変革を促すために必要な「理論」を活用し、社会に
存在する障壁、不平等及び不公正に働きかける「実践」を担う専門職であり、これにふさわ
しい行動が求められていることがわかる（ソーシャルワークの定義；IFSW,IASSW　
2001）。また専門職であるソーシャルワーカーとして、たとえば以下のような倫理的行動が
求められている。
「自分の業務を果たすために要求される技術と能力を伸ばし維持していく」
「 適切なサービスを提供できることを確実にするために、職場や社会で専門職としても個
人としても自らを高めるために必要な手段を講じておく」
「 倫理的配慮に基づいた自分の決定に対してその理由を述べることができるように用意す
るべきであり、自分たちの選択と行動に対しての説明責任」
　（ソーシャルワークの倫理：原理についての表明；IFSW,IASSW　2004）
　これらの明文化されている規定は国際標準としてのソーシャルワーカーの役割、倫理とし
て認識されているといってよいであろう。
（2）日本におけるソーシャルワーカー（社会福祉士）を規定する根拠
　社会福祉士 1）は、日本において国家資格を有する社会福祉専門職、いわばソーシャルワー
カーである。
　日本におけるソーシャルワークの専門職団体である日本社会福祉士会は、国際標準である
─ 83 ─
地域包括支援センターを機能させる要件
「ソーシャルワークの定義」をふまえ共通の倫理綱領を採択している。同会は「行動規範」
を含めた内容を「倫理綱領」として採択し、その位置づけを以下のように表現している。　
「 …『ソーシャルワークの定義』（2000 年 7 月）を実践に適用され得るものとして認識し、
その実践の拠り所とする」
「 …ソーシャルワークの知識、技術の専門性と倫理性の維持、向上が専門職の職責である
だけでなく、サービス利用者は勿論、社会全体の利益に密接に関連していることを認識
し、本綱領を制定してこれを遵守することを誓約する者により、専門職団体を組織する。」
（社団法人日本社会福祉士会の倫理綱領　社会福祉士の倫理綱領　前文、2005）
「 …『社会福祉士の行動規範』は『社会福祉士の倫理綱領』に基づき、社会福祉士が社会
福祉実践において従うべき行動を示したものである。」（社会福祉士の行動規範、2005）
　これらの規定等から、社会福祉士を含めてソーシャルワーカーは専門職として、社会的存
在、自律的存在であり、「使命」をもつことが求められていると解することができる。
（3）社会福祉士への期待
　国家資格制度制定後 20 年以上が経過し、その登録者数は 2012 年 9 月現在において約 15
万人を超えている 2）。しかし国家資格制度制定後、社会福祉の実践現場では必ずしも社会福
祉士の専門性を前提とした任用が順調に進んできたとはいえなかった。
　このような状況からの転換を展望し、いくつかの取り組みがなされてきた。一つは 2003
年に示された『ソーシャルワークが展開できる社会システムづくりへの提案』（社会福祉・
社会保障研究連絡会委員会報告、2003）である。ここでは、「ソーシャルワークを必要とす
る社会状況とこれに対応するシステムの不備」を指摘し、「ソーシャルワーカーの任用や養成・
研修が促進されることで、すべての国民が安心して暮らせるセーフティネットワーク構築の
中核的役割を果たすソーシャルワークが日本に定着する」との提言がなされた。
　また、国家資格制度制定後、約 20 年の時間的経過における社会の変化に対応できる、新
たな社会福祉士の役割を明らかにし、その後の介護福祉士及び社会福祉士法改正を見通して、
「介護福祉士及び社会福祉士制度の在り方に関する意見」（社会保障審議会福祉部会、2006）
が示された。ここでは、社会福祉士に求められる役割として、以下の点があげられた。
「 福祉課題を抱えたものからの相談に応じ、必要に応じてサービス利用を支援するなど、
その解決を自ら支援する役割」
「 利用者がその有する能力に応じて、尊厳を持った自立生活を営むことができるよう、関
係する様々な専門職や事業者、ボランティア等との連携を図り、自ら解決することので
きない課題については当該担当者への橋渡しを行い、総合的かつ包括的に援助していく
役割」
「 地域の福祉課題の把握や社会資源の調整・開発、ネットワークの形成を図るなど、地域
福祉の増進に働きかける役割」
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さらに、社会福祉士に求められる知識及び技術としては、
「 …福祉課題を抱えたものからの相談への対応や、これを受けて総合的かつ包括的にサー
ビスを提供することの必要性、そのあり方などにかかる専門知識と虐待防止、就労支援、
権利擁護、孤立防止、いきがい創出、健康維持などにかかわる関連サービスにかかる基
礎的知識」
「 …福祉課題を抱えたものからの相談に応じ、利用者の自立支援の観点から地域において
適切なサービスの選択を支援する技術、サービス提供者間のネットワーク形成を図る技
術や、地域の福祉ニーズを把握し、不足するサービスの創出を働きかける技術など」
であるとし、「…専門職としての高い自覚と倫理の確立や利用者本位の立場に立った活動が、
これまで以上に強く求められる」と明言した。
　これは後の「社会福祉士及び介護福祉士法」改正につながり、さらには社会福祉士養成教
育機関における 2009 年度からの新たな社会福祉士養成カリキュラムの導入に至ることと
なった。
2．地域包括支援センターの創設と社会福祉士の配置に関する議論の経緯
　上記のような状況の中で、2006 年より市町村の責務によって設置される「地域包括支援
センター」に、社会福祉士（社会福祉士相当職）が配置されることとなった。地域包括支援
センターにおける社会福祉士配置に関する議論のプロセスは以下のとおりである。
　　2004 年 7 月『介護保険制度の見直しに関する意見』（社会保障審議会介護保険部会）
　　　　　　　　　 ・「地域包括支援センター（仮称）」（当時）の創設の必要性に言及。
　　2004 年 9 月　全国介護保険担当課長会議資料
　　　　　　　　　 ・ センターの機能を「総合的な相談窓口機能」「介護予防マネジメント」
「包括的・継続的マネジメント」等とする。
　　　　　　　　　・ 配置すべき職種として、社会福祉士、保健師、スーパーバイザー的ケ
アマネジャーの保健医療福祉に携わる専門職種を必置とする。
　　2004 年 11 月「 地域包括支援センターにおける社会福祉士の業務のあり方に関する検討
会」（厚生労働省老健局計画課長の私的検討会）設置。
　　　　　　　　　 ・センターに配置される社会福祉士の業務内容等についての検討開始。
　　2005 年 3 月「 地域包括支援センターにおける社会福祉士の業務のあり方に関する検討会」
（厚生労働省老健局計画課長の私的検討会）終了。
　　　　　　　　　 ・ 『地域包括支援センターにおける社会福祉士の業務ガイドライン案』
を策定（非公開）。
　　　　　　　　　 →社会福祉士が担うことが想定される業務項目として　＜総合相談（ワ
ンストップ相談）＞＜実態把握＞＜地域のネットワーク構築＞＜チーム
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ケア＞があげられる　
　　2005 年 6 月  全国介護保険担当課長会議資料
　　　　　　　　　・センターの事業内容や人員の配置等についての考え方を提示。
　　　　　　　　　  →センターは、a 介護予防事業のマネジメント、b 介護保険以外のサー
ビスを含む、高齢者や家族に対する総合的な相談・支援、c 被保険者
に対する虐待の防止、早期発見等の権利擁護事業、d 支援困難ケース
への対応などケアマネジャーへの支援を一体的に実施する中核拠点と
位置付ける。　
　　　　　　　　　  →社会福祉士は、地域における人材確保の実情等もふまえ、センター
における「総合相談・支援」に係る業務を適切に行うことができる者
であることを前提として、一定の経過措置等を講じることを検討。
　　2005 年 12 月　　センターの業務に従事する専門職等を対象とした研修の実施。
　　2006 年 4 月　　地域包括支援センターの業務開始。
　地域包括支援センターに社会福祉士が配置されたことは、地域包括支援センターの機能に
照らしても、先の社会福祉士の役割として示された「関係する様々な専門職や事業者、ボラ
ンティア等との連携を図り、自ら解決することのできない課題については当該担当者への橋
渡しを行い、総合的かつ包括的に援助していく」「地域の福祉課題の把握や社会資源の調整・
開発、ネットワークの形成を図るなど、地域福祉の増進に働きかける」といった新たな役割
への期待が高まっていたと理解できる。
　しかし一方で、このような役割を担い、社会福祉士としての機能を発揮することで地域包
括支援センター業務の担い手に最もふさわしい専門職の一職種が社会福祉士であることを実
践で示していかなければならないという課題を担うことをも意味したといえよう。このよう
に社会福祉士への新たな期待への応答という課題を担って、地域包括支援センターにおける
社会福祉士の実践はスタートした。
3．地域包括支援センターが担う事業とその特性
　地域包括支援センターにおける社会福祉士の役割をあらためて確認していくために、地域
包括支援センターが担う事業内容とその特性を整理しておきたい。
（1）地域包括支援センターとセンターが担う事業の法的根拠
　①目的
「地域包括支援センターは、前条第 1 項第 1 号から第 5 号までに掲げる事業（以下、『包
括的支援事業』という。）その他厚生労働省令で定める事業を実施し、地域住民の心身
の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向
上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設とする。」（介護保険法第
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115 条の 46 第 1 項）
　②事業内容（1）包括的支援事業
「地域包括支援センター（以下、「センター」という。）は、地域住民の心身の健康の保
持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、地域住民の保健医療の向上及
び福祉の増進を包括的に支援することを目的として、包括的支援事業等を地域において
一体的に実施する役割を担う中核的機関として設置されるものである。」
「センターは、1 の目的に沿って、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的
に支援するため、
　　①介護予防ケアマネジメント業務（介護保険法第 115 条の 45 第 1 項第 2 号）
　　②総合相談支援業務（同第 3 号）
　　③権利擁護業務（同第 4 号）
　　 ④包括的・継続的ケアマネジメント支援業務（同第 5 号）
の 4 つの業務を地域において一体的に実施する役割を担う中核的機関として、設置され
るものである。」
  （「地域包括支援センターの設置運営について」平成 18 年 10 月 18 日　老計発第
1018001 号・老振発第 10108001 号・老老発第 1018001 号厚生労働省老健局計画課・振
興課・老人保健課長連名通知）
＊地域支援事業と包括的支援事業の関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域支援事業
　　　　　　　　　┏━━━━━━━━━━━┳━━━━━━━━━━━┓
　　　 　　「介護予防事業」　　 　　　「包括的支援事業」　 　　　　「任意事業」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・介護予防マネジメント
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・総合相談支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・権利擁護事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・包括的、継続的ケアマネジメント
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域包括支援センターが実施
（地域支援事業の実施について　平成 18 年老発第 0609001 号厚生労働省老健局長通知　介
護予防・日常生活支援総合事業を実施する市町村における地域支援事業の構成及び事業内容）
（2）地域包括支援センターにおける各事業の関係性
　地域包括支援センターの各事業は、以下のように説明されている。
①「…包括的支援事業は（中略）、それぞれの業務の独自性をもちながらも一部は重複し、
かつ深く関係しあってい」る。
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②「…総合相談支援業務が包括センターの事業を展開するための基盤的機能を果た」す。
③「すべての包括センターの事業は、総合相談から始ま」る。
④「それぞれの業務は独立して存在しているわけでは」ない。「個別の業務遂行に固執す
ることなく、包括的な業務の展開が必要」。
（長寿社会開発センター『地域包括支援センター運営マニュアル 2012 －保険者・地域包括
支援センターの協働による地域包括ケアの実現をめざして－』、2012）
（3）地域包括支援センターの特性
　これらの記述から、総合相談業務が地域包括支援センター機能の基盤であり、入口である
こと、各業務は密接な関連性を有し、包括的視点が不可欠であることが読み取れる。これは、
ワンストップの相談機関として、生活の多様性・総合性に対応する地域包括支援センターの
特性としてとらえていくことができる。具体的には総合相談業務を実施していくにあたって、
①生活を構造的にとらえる視点、②ジェネラリスト・ソーシャルワークの視点が不可欠であ
るといえよう 3）。
　生活を構造的にとらえる視点とは、相談者がもつ課題を受け止めるには、人の生活の多様
性、多面性に着目し、生活を構造的・総合的にとらえる視点である。地域包括支援センター
における総合相談では、人の生活は多様性に富んでおり、多面性を有し、個別の課題に個別
の制度で対応するような、制度本位ではとらえきることができないとの認識にたつことがあ
らためて求められている。
　ジェネラリスト・ソーシャルワークについて、岩間は、「1990 年代以降に確立した現代ソー
シャルワークの理論の構造と機能の体系」、「統合化以降のソーシャルワークを構成する知識・
技術・価値を一体的かつ体系的に構造化したもの」であるとし、「かつてのソーシャルワー
クの主要な 3 方法であった、ケースワーク、グループワーク、コミュニティオーガニゼーショ
ン（コミュニティワーク）が『ソーシャルワーク』として完全に融合している」との見解を
述べている 4）。かつて、ソーシャルワークの各技法が対象としてきたシステムが地域包括支
援センターの総合相談においてはすべて対象となりうることが想定される中で、それぞれの
相談場面や相談者の状況に応じて、適切な方法を選択し、活用することが求められていると
すれば、ジェネラリスト・ソーシャルワークが展開されることは地域包括支援センターの特
性の一つであるといえよう。
　
4．地域包括支援センターにおける社会福祉士の配置とその意義
　あらためてここで地域包括支援センターにおける社会福祉士の位置づけと配置の意義につ
いて確認してみたい。
（1）地域包括支援センターにおける社会福祉士の位置づけ
　地域包括支援センターの職員配置については、下記のとおり規定されている。
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「センターには、包括的支援事業を適切に実施するため、原則として①保健師、②社会福
祉士、③介護支援専門員を置くこととする。」
「しかしながら、三職種の確保が困難である等の事情により、この人員によりがたい場合
には、これらに準ずるものとして、以下に掲げる者を配置することもできることとされて
いる。」
「社会福祉士の準ずる者として、福祉事務所の現業員等の業務経験が 5 年以上又は介護支
援専門員の業務経験が 3 年以上あり、かつ、高齢者の保健福祉に関する相談援助業務に 3
年以上従事した経験を有する者」
（「地域包括支援センターの設置運営について」平成 18 年 10 月 18 日　老計発第
1018001 号・老振発第 10108001 号・老老発第 1018001 号厚生労働省老健局計画課・振
興課・老人保健課長連名通知）
（2）地域包括支援センターにおける業務の進め方と社会福祉士配置の意味
　地域包括支援センターの業務の進め方は、以下①のように規定され、保健師・社会福祉士・
主任介護支援専門員の 3 職種の配置については、『地域包括支援センター運営マニュアル
2012 －保険者・地域包括支援センターの協働による地域包括ケアの実現をめざして－』では、
以下②～④のように明記されている。
　 ①「…センターは地域包括ケアを有効に機能させるために、保健師、主任介護支援専門員、
社会福祉士などの各々の知識を活かしながら、常に情報を共有し、互いに業務の理念、基
本的な骨格を理解した上で、連携・協働の体制を作り、業務全体を『チーム』として支え
ていく必要がある。」
（地域支援事業の実施について　平成 18 年老発第 0609001 号厚生労働省老健局長通知　
地域支援事業実施要綱　実施方法）
　 ②「…センターに 3 つの職種が配置されているのは、保健師等は保健医療、社会福祉士は
ソーシャルワーク、主任介護支援専門員はケアマネジメント、それぞれの専門性を発揮す
ることが期待されているからで」ある。
　③「これらの専門性は、地域包括ケアの提供を可能にするためにも不可欠なもの」である。
　 ④「しかしながら、それらが分断され個別に機能していても、地域包括ケアを提供するこ
とはでき」ない。「…地域包括ケアを提供するためには、それぞれの専門職が縦割りで業
務を行うのではなく、包括センター全体で、情報の共有や相互の助言等を通じ、各専門職
が支援の目標に向かって連携して対応することが必須とな」る。
（長寿社会開発センター『地域包括支援センター運営マニュアル 2012 －保険者・地域包
括支援センターの協働による地域包括ケアの実現をめざして－』、2012）
　これらの規定や明記から、地域包括支援センターに社会福祉士が配置されたことの意義を
どのようにとらえることができるだろうか。
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　2004 年の段階で、地域包括支援センターに社会福祉士の配置を決定し、「総合相談」「実
態把握」「地域のネットワーク構築」を社会福祉士が担う業務とし、2005 年の段階で地域包
括支援センターの業務は「チームケア」によって推進していくことを想定した。また、同時
期に、地域包括支援センターは、包括的支援事業（4 事業）を一体的に実施する中核的機関
とすること、配置される社会福祉士には「総合相談支援」に係る業務を適切に行うことが期
待された。
　センター事業の展開において、包括的支援事業の中の「総合相談支援事業」は基盤的機能
であり、すべてのセンター事業はこの総合相談から始まるとされ、総合相談事業の重要性が
強調されることとなった。
　しかし、包括的支援事業の 4 事業は個々の独自性をもちつつ、地域住民の心身の健康の保
持及び生活の安定のための必要な援助がおこなえるよう、一体的に実施するものであるとさ
れた。そしてその運営にあたっては、保健師、主任介護支援専門員、社会福祉士の各々の専
門性を活かした連携・協働、相互の助言等を通じて、各専門職が支援の目標に向かうチーム
ケアが重視されている。種々の規定や上記マニュアルから、このような解釈は現在の地域包
括支援センター運営のあり方として認識されているといってよいであろう。
　ここであらためて注目したいことは、地域包括支援センターが担う包括的支援事業におい
て総合相談業務はすべての事業の「基盤」「入口」であり、いわば地域包括支援センター業
務の「核」になるという点である。業務は一体的に推進され、遂行することが求められてい
るわけであるが、それは配置されている各専門職が、専門職として有している個々の専門性
を発揮することが求められていると解釈することができる。つまり社会福祉士は、あらため
て「ソーシャルワーカー」としての役割をふまえて、あわせて地域包括支援センターの特性
をふまえてその業務を遂行していくことが必要なのではないかと考える。
5．地域包括支援センターを機能させる要件
─社会福祉士がソーシャルワーカーとしての役割を発揮することの意義─
　地域包括支援センターにおける社会福祉士の配置を地域包括支援センターが機能する要件
としてとらえ、社会福祉士がソーシャルワーカーとしての役割を発揮することの意義につい
てあらためて考えてみる。しかし、社会福祉士がその役割を発揮するにあたっては、課題が
あることも事実である。いくつかの課題を確認することを通して、社会福祉士がソーシャル
ワーカーの本来機能に立ち返った実践の方向性を検討する。
（1）『2007 年度地域包括支援センター社会福祉士職業務環境実態調査』（日本社会福祉士会、
2008）から明らかになった課題
　ここではまず、標記調査の結果についてとりあげ、課題の一端をとらえておく。この調査
は、地域包括支援センター 3817 ヵ所（2007 年 9 月当時のセンター全数）に勤務する社会福
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祉士職 1 名を対象に実施した。回収率は 44.7％であった。「業務環境」「業務内容」「業務全
般に対する自己評価・意欲」「『評価シート』に基づく自己評価」が主な調査項目であった。
ここでは、「『評価シート』に基づく自己評価」の結果に着目する。「評価シート」とは、日
本社会福祉士会が作成したもので、地域包括支援センターの業務を「地域レベル」「組織レ
ベル」「個別レベル」の 3 レベルに分類し、レベルごとに複数の業務項目が設定されており、
「できているいる」「あまりできていない」「どちらともいえない」「ある程度できていると思
う」「かなりできていると思う」の 5 件法で、5 点～ 1 点で自己評価するものである 5）。
　レベルごとの平均点は、「地域レベル」が 2．71、「組織レベル」が 3．38、「個別レベル」
が 3.54 であり、レベル間の比較では、「地域レベル」の実践状況に対する自己評価が最も低
いことが明らかとなっている。これは「地域とのかかわりにおける実践」（連携やネットワー
ク構築、社会資源の開発など）への自己評価が他のレベルに比して低く、地域包括支援セン
ターが担う業務や地域包括支援センター創設にあたり特に社会福祉士に期待された地域にお
けるネットワーク構築などについて「十分にできていない」と認識されていたことが推測さ
れる。これは、地域包括支援センターの業務遂行上も、社会福祉士にとっても大きな課題と
認識してよいであろう。
（2）2011 年の介護保険法改正をとおした取り組み
　地域におけるネットワーク構築は、地域包括支援センターに期待された業務の一つとされ
たものの、国は、地域包括支援センターが関係者間のネットワーク構築への取り組みが不十
分であること、また市町村委託型センターには保険者が業務を丸投げしている等との指摘が
あることをふまえ、2011 年の介護保険法改正を通して、地域包括支援センターの機能強化
策を打ち出した。その具体的な内容は、市町村が地域包括支援センターに対し、「包括的支
援事業の実施にあたっての運営方針を明示」することや「地域ケア会議を実施」することで
あった。
　このことから、国や保険者は、その機能を十分に発揮できていない地域包括支援センター
があること、また設置主体である自治体の地域包括支援センターに対する関与のあり方に問
題があること、あるいは取り組むべき課題があることを十分に認識しているといえる。国は
この課題を具体的に解決すべく、2013 年に「地域包括支援センターの設置運営について」
を改正し、同年 4 月よりこれを適用することになった。この改正によって、「地域包括支援ネッ
トワーク」構築の必要性は、「地域ケア会議」の目的や機能を具体的に明示することによっ
てより明確に記されることとなった。
（3）社会福祉士のネットワーク構築への取り組み課題
　前述したとおり、日本社会福祉士会が行った調査において、社会福祉士は「地域とのかか
わりにおける実践」（連携やネットワーク構築、社会資源の開発など）への自己評価が他の
レベルに比して低いとの認識を持っていた。しかし、ネットワーク構築は地域を基盤とした
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ソーシャルワークを展開する上では不可欠な技術であり、地域包括支援センターの社会福祉
士にとってより一層求められている力量であるといえる。実際、この調査結果をふまえ、日
本社会福祉士会では 2008 年に「地域包括支援センターにおける連携・ネットワークの構築
に関する研究研修事業」（2008 年度～ 2009 年度 WAM 助成事業）に着手し、ネットワーク
構築の力量を高めるために「地域包括支援センターネットワーク実践力養成研修」プログラ
ムを開発し、2010 年度以降、今日に至るまで同研修を実施している 6）。
　社会福祉士個人の力量を高めるための取組として、このような研修の実施や関連テキスト
による学びは必要である 7）。しかし、地域包括支援センターの特性をふまえたとき、あらた
めて地域を基盤としたソーシャルワークは一専門職、一社会福祉士によって完結することで
はないことを認識させられる。社会福祉士がソーシャルワークとしてのネットワーク構築に
取り組めるためには、組織体制のあり方にも着目すべきではないかと考えられる。日本社会
福祉士会では地域包括支援センター業務の推進にあたっては、「地域包括支援センターにお
ける環境整備と業務管理」8）や「ネットワーク構築に求められる環境整備」9）の必要性に言
及してきた。ソーシャルワークの支援において環境が重要であることはもはや言うまでもな
いが、ソーシャルワークを展開するソーシャルワーカーにとっても、自らの力量をどのよう
に発揮できるかについては組織体制のあり方など、環境の影響は無視できないものであろう。
　つまり、地域包括支援センターでの社会福祉士の実践を困難にしているいくつかの要因が
あるとするならば、それは専門職個人の問題のみならず、保険者としての自治体からセンター
への関わり、組織内の協働体制等が推察される。このことから、今後、地域包括支援センター
を機能させる要件を検討していくにあたっては、社会福祉士が配置されたことの意義をふま
え、社会福祉士と社会福祉士を取り巻く組織、環境のあり方にも着目する必要であろう。
（4）ソーシャルワーカーの本来機能に立ち返って
　ソーシャルワーカーの機能については、いくつかの整理があるが、表は日本社会福祉士会
が編集した『新社会福祉援助の共通基盤』（中央法規出版、2009）において提示されている
内容である。
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　あらためて、ソーシャルワークの目標を確認するとき、社会資源との関係構築・調整や機
関や施設の効果的運営・相互連携といった、メゾレベルの取り組みの重要性を認識させられ
る。地域包括支援センターにソーシャルワーカーとして社会福祉士が配置されたことの意義
は、これらの機能をまさに包括的に発揮できる専門職であるとの期待があることを再確認し
なければならない。当然、その前提にはソーシャルワーカーとしての役割と倫理がある。地
域住民が住み慣れた地域において安心して暮らすことのできる地域づくりを含めた支援の展
開にあって、地域包括支援センターを機能させる要件について検討する時、その業務に照ら
し、かつソーシャルワークの機能に照らして社会福祉士がその役割を発揮することは重要な
一要件となりうると考える。しかし、社会福祉士がその役割を発揮できる状況、あるいはで
きない状況には、社会福祉士を取り巻くさまざまな要素が影響していることが想定される。
社会福祉士を配置すれれば、期待される役割が即遂行されるわけではない。
　地域包括支援センターにおいて、どのような要件の中で、社会福祉士が適切な業務遂行が
できるのかについては、社会福祉士の個人属性や地域包括支援センターの組織属性等の社会
福祉士を取り巻く環境等との関係性に着目し、今後、実証的な調査及び分析等で深めていき
たい。
注
1）社会福祉士は、社会福祉士及び介護福祉士法を根拠に以下のように定義されている。
「…『社会福祉士』とは、…登録を受け、社会福祉士の名称を用いて、専門的知識及び技術をもって、
身体上若しくは精神上の障害があること又は環境上の理由により日常生活を営むのに支障がある
ものの福祉に関する相談に応じ、助言、指導、福祉サービスを提供する者又は医師その他の保健
医療サービスを提供する者その他の関係者との連絡及び調整その他の援助を行うこと（相談援助）
表　ソーシャルワークが取り組む目標とソーシャルワークの主要な機能～14の機能
ソーシャルワークの目標 ソーシャルワーカーの機能
１ 　クライエントの問題解決能力や環境への
対応能力を強化すること
①側面的援助機能
②代弁機能
③直接処遇機能
④教育機能
⑤保護機能
２ 　クライエントと必要な社会資源との関係
を構築あるいは調整すること
①仲介機能
②調停機能
③ケアマネジメント機能
３ 　機関や施設の効果的な運営や相互の連携
を促進すること
①管理・運営機能
②スーパービジョン機能
③ネットワーキング（連携機能 )
４ 　制度や政策の改善・発展、また社会全体
の変革を促すこと
①代弁・社会変革機能
②組織化機能
③調査・計画機能
出典　日本社会福祉士会編　『新　社会福祉援助の共通基盤』（中央法規出版、2009 年）　
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を業とする者」（第 2 条　定義）
　あわせて、同法によって以下の義務が課せられている。
「誠実義務」「信用失墜行為の禁止」「秘密保持義務」「連携」「資質向上の責務」「名称の使用制限」（第
44 条の 2 ～第 48 条）
2）社会福祉士の登録者数の推移は厚生労働省のホームページに掲載されている。
http://www.mhlw.go.jp/bunya/seikatsuhogo/shakai-kaigo-fukushi3.html
3）地域包括支援センターの総合相談において、生活を構造的にとらえる視点、ジェネラリスト・ソー
シャルワークが必要だとの見解については、拙著「高齢者を中心とする包括的な支援システム─
地域包括支援センターにおける総合相談の意義と課題─」（東洋大学福祉社会開発研究センター編
『地域におけるつながり・見守りのかたち─福祉社会の形成に向けて─』、中央法規出版、2011 年）
に詳述している。
4）岩間はこの見解について「ソーシャルワークの統合化とジェネラリスト・ソーシャルワーク」
において述べているが、これがいわゆる社会福祉士養成テキストの中で（社会福祉士養成講座編
集委員会『新・社会福祉士養成講座 6 相談援助の基盤と専門職』、中央法規出版、2009 年）で述べ
ていることの意義は大きい。
5）「評価シート」は『地域包括支援センターのソーシャルワーク実践自己評価ワークブック』（日
本社会福祉士会編、中央法規出版、2009 年）として書籍化されている。
6）「地域包括支援センターネットワーク実践力養成研修」プログラムの内容は『ネットワークを
活用したソーシャルワーク実践─事例から学ぶ「地域」実践力養成テキスト─』（日本社会福祉士
会編、中央法規出版、2013 年）として書籍化されている。
7）たとえば白澤政和著『地域のネットワークづくりの方法─地域包括ケアの具体的な展─』（中
央法規出版、2013 年）などがある。
8）『改訂地域包括支援センターのソーシャルワーク実践』（日本社会福祉士会編、中央法規出版、
2012 年）に掲載。
9）『ネットワークを活用したソーシャルワーク実践─事例から学ぶ「地域」実践力養成テキスト─』
（日本社会福祉士会編、中央法規出版、2013 年）に掲載。
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Requirements for the Functioning of Community-
based Comprehensive Support Centers: 
Meaning of Assigning Social Work Specialists
TAKAYAMA, Yumiko
　The role of social workers is specified in “Definition of Social Work” and “Ethics of 
Social Work”, both of which are the international standards. In Japan, social work 
specialists’ associations adopt Code of Ethical Practice which includes “Definition of Social 
Work.” Certified social workers are expected to practice based upon this. Community-
based comprehensive support centers established in 2006 have social workers assigned, 
and are expected to develop societal resources and build networks so that community-
based social work is fully practiced. The current situation for social workers, however, is 
not what it is expected to be. Community-based practice is one of the functions of social 
work, and so, in light of their original roll, social workers are supposed to have the ability 
to work on a personal basis. But we cannot conclude the lack of individual capability is 
the only reason why social workers cannot fulfill their primary function, considering the 
challenges regarding the way community-based comprehensive support centers are 
organized. For community-based comprehensive support centers to function satisfactorily, 
it is possible to say that their organizational system is one of the most important 
requirements, along with how well the social workers can perform their social work 
functions effectively. 
Key Words :
Community-based Comprehensive Support Center, Certified Social Worker, Individual 
Capability, Organization System
